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平成１９年度中小企業 者に関する

国等の契約の方針

平成１ ９年６月２２日

閣 議 決 定

国は、官公需についての中小企業 者の受注の確保に

関する法律第４条第２項に基づき、 平成１９年度にお

ける中小企業者に関する国等の契約 の方針（以下「国

等の契約の方針」という。）を次の とおり定める。国

等は、国等の契約の締結に当たって は、予算の適正な

使用に留意し、世界貿易機関政府調 達協定及び政府調

達に関する我が国の各種行動計画と の整合性を確保し

つつ、中小企業者を取り巻く厳しい 情勢を踏まえ、中

小企業基本法第３条に掲げる基本理 念に則り、中小企

業の経営基盤の強化を図るため、国 等の契約の方針に

基づき、中小企業者の受注の機会の 増大のための措置

を講ずるものとする。その運用に際 しては、国等の調
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達する物品等（工事及び役務を含む 。以下同じ。）の

受注を確保しようとする中小企業者 の自主的な努力を

助長し、公正な競争が行われるよう 配慮するものとす

る。

なお、消費税及び地方消費税につ いては、その適正

な転嫁を受け入れるものとする。

また、国は、地方公共団体に対し 、国等の契約の方

針を参考として、地域の実情に応じ 必要な場合には中

小企業者に関する契約の方針を策定 する等中小企業者

の受注機会の増大のための措置を講 じ、適切な運用が

図られるよう要請する。

１ 中小企業者の受注機会の増大の ための措置

国等は、平成１９年度において は、次の措置を強

力に推進する ものとする。

（１）情報提供の促進

国等は、中小企業者の受注 の機会の増大を図

る観点か ら、透明性の向上と公正な競争の 確保

に留意し つつ、情報提供の促進のため、次 の措
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置を講ず るものとする。

（ア）国等は、中小企業者向け 契約の実績金額及

び目標金額について 、各省 各庁等別の情報提

供を行うものとする 。

（イ）国等は、上記に加え、中 小企業者向け契約

の実績金額及び目標 金額に ついて、物件、工

事及び役務の別に詳 細に情 報提供を行うもの

とする。

（ウ）国等は、競争促進に資す る新たな指標とし

て、入札件数等の情 報提供 に努めるものとす

る。

（２）中小企業官公需特定品目等 の発注情報等の提

供及び受注機会の増大

（ア）国等は、中小企業官公需 特定品目（織物、

外衣・下着類、その 他の繊 維製品、家具、機

械すき和紙、印刷、 潤滑油 、事務用品、台所

・食卓用品及び再生 プラス チック製製品）に

関する発注計画を作 成し、 当該発注計画に関

する情報を中小企業 団体中 央会等を通じて中
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小企業者に提供する ものと する。

（イ）国等は、発注計画に関す る情報の提供を行

った特定品目のうち 、落札 価格等契約結果に

関する情報の提供が 中小企 業者の受注機会の

増大のため効果的で あると 認められるものを、

適切な方法により、 中小企 業者の参考に資す

るよう、中小企業団 体中央 会等を通じて中小

企業者に提供するも のとす る。

（ウ）国等は、中小企業官公需 特定品目の発注を

行うに際し、中小企 業者の 受注機会の増大を

図るものとする。

（エ）国等は、特定品目以外の 物品、工事及び役

務であって政府調達 協定等 に基づき官報掲載

されるものを除く一 般競争 の発注に関連する

情報並びに工事であ って公 募型の指名競争の

発注に関連する情報 を中小 企業団体中央会等

を通じて中小企業者 に提供 するよう努めるも

のとする。

（オ）国等は、工事であって政 府調達協定等に基
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づき官報掲載される ものを 除く一般競争及び

公募型指名競争の発 注に関 連する情報提供を

行ったもののうち、 落札結 果等に関する情報

の提供が中小企業者 の受注 機会の増大のため

効果的であると認め られる ものを、適切な方

法により、中小企業 者の参 考に資するよう、

中小企業団体中央会 等を通 じて中小企業者に

提供するよう努める ものと する。

（３）官公需適格組合等の活用

（ア）国等は、中小企業庁が証 明した官公需適格

組合を始めとする事 業協同 組合等の受注機会

の増大を図るものと する。

特に 、官公需適格組合の競争契約参加 資格

審査に当たっては、 総合点 数の算定方法に関

する特例の一層の活 用に努 めるものとする。

（イ）国等は、官公需適格組合 制度について、官

公需適格組合の発注 機関別 受注実績を公表す

るほか、各省各庁等 は、中 小企業庁と協力し

つつ、発注機関に対 し、当 該制度の一層の周
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知徹底に努めるもの とする 。また、国は、地

方公共団体に対する 当該制 度の一層の周知に

努めるものとする。

（４）指名競争契約等における受 注機会の増大

（ア）国等は、指名競争を行う に際しては、極力

同一資格等級区分内 の者に よる競争を確保す

ること等により、官 公需適 格組合を含む中小

企業者の受注機会の 増大を 図るものとする。

また、一般競争の場 合につ いても同様の配慮

を払うものとする。

なお 、資格等級に対応する契約の予定 金額

については、価格水 準の変 動等をも勘案しつ

つ、適時見直しを行 う等一 層の適正化を図る

とともにこれを公表 するも のとする。

（イ）特に、中小工事等に係る 発注及び中小企業

官公需特定品目に係 る発注 に当たって、法令

の規定に基づく指名 競争制 度を利用する場合

には、官公需適格組 合を含 む中小企業者の受

注機会の増大を図る よう努 めるものとする。
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（ウ）国等は、特に、少額の契 約案件にあっては、

官公需適格組合を含 む中小 企業者の受注機会

の増大を図るよう努 めるも のとする。

（５）中小企業者への説明の徹底

国等は、物品等の発注を行 うに際しては、中

小企業者 の入札等が円滑に行われるよう、 性能、

規格等必 要な事項について十分説明に努め るも

のとする 。

（６）銘柄指定の廃止

国等は、物品等の発注に当 たっては、真にや

むを得な いと認められる場合を除き、直接 の銘

柄指定は もとより原材料等の間接の銘柄指 定等

を行わな いものとする。

（７）分離・分割発注の推進

（ア）国等は、物品等の発注に 当たっては、政府

調達協定等との整合 性の確 保に特段の配慮を

しつつ、価格面、数 量面、 工程面等からみて

分離・分割して発注 するこ とが適切であるか

どうかを十分検討し 、可能 な限り分離・分割
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して発注を行うよう 努める ものとする。

なお、公共工事において は、公共事業の効

率的執行を通じたコ スト縮 減を図る観点から

適切な発注ロットの 設定が 要請されていると

ころであり、かかる 要請を 前提として分離・

分割して発注を行う よう努 めるものとする。

（イ）国等は、分割発注が、公 正性・経済合理性

に反する形で恣意的 に実施 されることを回避

するため、経済合理 性を満 たしつつ、中小企

業者の受注機会の増 大を目 的として分割発注

を実施した場合には 、当該 分割発注に係る理

由を公表するものと する。 また、国は、地方

公共団体においても 同様の 取組が実現される

よう要請する。

（ウ）国等は、中小企業庁が取 りまとめる効率的

な分離・分割発注に 係る事 例を参考として活

用するとともに、分 野に応 じて、部内の人材

育成又は外部人材の 活用等 により、発注能力

の向上等体制整備に 努める ものとする。
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（８）計画的発注の推進及び労働 時間短縮への配慮

国等は、物品等の発注に当 たっては、可能な

限り、計 画的な発注を行うとともに、法定 労働

時間の週 ４０時間制の実施、中小企業者の 週休

２日制等 の動きを踏まえ、適正な納期、工 期の

設定に配 慮するものとする。

（９）適正価格による発注

国等は、中小企業者に対す る物品等の発注に

当たって は、需給の状況、原材料価格の実 情、

消費税及 び地方消費税の負担等を勘案し、 適正

な価格で の発注に配慮するものとする。

（１０）地方支分部局等における 地元中小企業者等

の活用

国等は、地方支分部局等の 契約の限度額につ

いて、適 時見直しを行い所要の引上げを図 り、

地方支分 部局等において消費される物品等 につ

いては、 極力地方支分部局等における調達 を促

進すると ともに、中小企業による地域産業 資源

を活用し た事業活動の促進に関する法律（ 平成
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１９年法 律第３９号）第２条第２項に規定 する

地域産業 資源を活用した物件又は役務の調 達を

可能な限 り促進することにより、地元中小 企業

者等の受 注機会の増大を図るものとする。

（１１）中小建設業者に対する配 慮

国等は、上記に掲げるもの のほか、中小建設

業者を取 り巻く現下の諸情勢にかんがみ、 中小

工事の早 期発注等により中小建設業者に対 し特

段の配慮 を払い、その受注機会の増大に努 める

ものとす る。

また、指名競争を行うに際 しては、極力同一

資格等級 区分内の者による競争を確保する こと

とするが 、優良な工事成績を上げた中小建 設業

者に対し ては、施工能力等を勘案し、上位 の等

級に属す る工事に係る競争に参加できるよ うに

する等積 極的に受注機会の確保に努めるも のと

する。

特に、公共工事に関する発 注に当たっては、

共同によ る請負の適切な活用の一層の推進 等に
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より、中 小建設業者に対する受注機会の増 大に

努めるも のとする。

また、地元建設業者、専門 工事業者等の中小

建設業者 を活用することにより円滑かつ効 率的

な施工が 期待できる工事については、極力 分離

・分割し て発注を行うよう努めるものとす る。

（１２）技術力のある中小企業者 に対する受注機会

の増大

国等は、技術力のある中小 企業者の受注機会

（公共事 業を除く。）の拡大を図るため、 次の

措置を講 ずるものとする。

（ア）国等は、政府調達（公共 事業を除く）手続

の電子化推進省庁連 絡会議 幹事会決定「技術

力ある中小企業者等 の入札 参加機会の拡大に

ついて」に基づく入 札参加 機会の拡大措置に

ついて、これまでの 実施状 況を取りまとめて

公表し、これを踏ま えて当 該拡大措置の一層

の活用に努めるもの とする 。

（イ）国等は、技術力の正当な 評価を踏まえ、技
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術力のある中小企業 者に関 する入札参加資格

の弾力化を一層進め るとと もに、その受注機

会の増大を図るもの とする 。なお、技術力の

評価に際しては、中 小企業 技術革新制度にお

ける技術開発補助金 等の交 付先中小企業のデ

ータベースの活用な ど、客 観的評価に努める

ものとする。

（ ウ ） 国 等 は 、 中小 企 業技 術革 新 制度 にお い て採

択 さ れ た 中 小企 業 者の 技術 を 評価 する 施 策、

研 究 開 発 の 成果 に つい ての 展 示会 や様 々 な機

会 を 捉 え た 紹介 に よる 事業 化 の促 進を 図 る施

策 等 と 連 携 し、 そ の受 注機 会 の増 大に 努 める

も の と す る 。

（１３）新規開業者に対する受注 機会の増大に向け

ての措置

国等は、新市場、新産業の 創出・育成による

雇用創出 の重要性にかんがみ、新規開業中 小企

業者の受 注機会（公共事業を除く。）の増 大を

図るよう 特段の配慮に努めるものとする。
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国等は、新規事業者の入札 機会を拡大するた

めに、物 品の製造・販売等に係る入札参加 資格

のあり方 の検討を行うものとする。

（１４）調達手続に関する簡素・ 合理化

（ア）国等は、競争契約参加資 格者の審査につい

て、申請書類の統一 化及び 申請手続の簡素化

等を一層推進するも のとす る。

（イ）国等は、国における競争 契約参加資格審査

申請手続の電子化の 実施状 況及び入札・開札

手続の電子化の導入 状況等 を踏まえ、中小企

業者の円滑な対応に 留意し つつ、電子的手段

の導入に努めるもの とする 。

（１５）中小企業者の自主的努力 の助長

（ア）国等は、中小企業者の自 主的努力を助長す

るため、官公需に関 する情 報を、実情に即し

て電子的手段により 提供す るよう努めるもの

とする。

特に 、国等の発注情報の提供について は、

中小企業団体中央会 の協力 を得て、中小企業
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庁を通じて発信され る電子 メール等電子的手

段を活用し、中小企 業者へ 直接提供するよう

努めるものとする。

また 、競争契約参加資格申請の情報に つい

ては、官報、掲示等 による ほか、中小企業団

体中央会等を通じて 広く中 小企業者に提供す

るよう努めるものと する。

（イ）国等は、官公需の受注に 意欲的な中小企業

者の受注能力の向上 に資す るよう、中小企業

者の相談に応じ、資 格登録 、入札に関する手

続等について情報を 提供す る等必要な指導に

努めるものとする。

この ため、特に、契約担当官等（公庫 等に

おいてはこれに準ず る役職 ）を置いている部

局ごとに官公需相談 担当者 を明確にし、「官

公需相談窓口」を常 設する ほか、国等の主要

発注機関一覧及び官 公需施 策の概要の活用等

により、中小企業者 からの 相談が円滑に行わ

れるよう努めるもの とする 。
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（ウ）国等は、中小企業者の創 業を支援するため、

国等の支援策を利用 する等 研究開発に意欲的

な中小企業者の研究 成果に 関する情報の周知

を図る等により、中 小企業 者の自主的努力を

助長するよう努める ものと する。

（エ）国等は、中小企業者が売 掛債権を担保とし

た資金調達を通じて 新たな 受注機会の確保を

図ることができるよ う、あ らかじめ、信用保

証協会の流動資産担 保融資 保証制度を利用す

るために売掛債権を 担保と して提供しようと

する場合には、売掛 債権の 譲渡禁止特約を適

用しないこととする 措置を 講じておくこと等

を通じ、流動資産担 保融資 保証制度、下請セ

ーフティネット債務 保証事 業等の利用の促進

に努めるものとする 。

（オ）国等は、中小企業者の活 力の再生支援に資

するため、中小企業 庁にお いて取りまとめる

発注機関所在情報等 を、中 小企業再生支援協

議会、中小企業団体 中央会 等を通じて中小企
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業者に提供するよう 努める ものとする。

２ 中小企業者向け契約目標

国等は、上記１に掲げる措置を 講ずること等によ

り、平成１９ 年度における国等の契約のうち、中小

企業者向け契 約の金額が、約４兆２，４０６億円と

なるよう努め るものとする。

この金額は、国については約２ 兆５，９３６億円 ､

公庫等につい ては約１兆６，４６９億円とする。

３ 官公需に係る施策の推進

（１）国等は、本方針について、 中小企業者向け契

約目標の 設定に係る透明性を確保するとと もに、

一層の普 及及び徹底を図るものとする。ま た、

国等の地 方支分部局等は、官公需確保対策 地方

推進協議 会の運営等により、地方の実情に 即し

て、中小 企業者の受注機会の増大を図るよ う努

めるもの とする。

（２）各省各庁等は、上記１の各 種施策の実施状況

を十分に 踏まえ、上記１の諸項目に関する 措置

状況を中 小企業庁あて通知するなど、中小 企業
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庁と密接 な連絡を取るとともに、本方針の 進行

について 地方支分部局等を指導する等適切 な管

理を行い 、本方針の実施について遺憾のな いよ

う努める ものとする。中小企業庁は、各省 各庁

等から通 知された措置状況について取りま とめ、

その情報 の提供を行うものとする。

（３）国は、地方公共団体に対し 、中小企業者の受

注機会の 増大のための措置を講ずるよう要 請し

ていると ころであるが、その実施に際して は、

公共工事 の効率的執行の確保に留意し、行 き過

ぎた施策 をとらないよう要請する。



（別 表）

　 　　　　　　

物　件 工　事 役　務 計 物　件 工　事 役　務 計 物　件 工　事 役　務 計

衆 議 院 33 9 58 100 24 6 19 48 73.2 58.8 32.1 48.1

参 議 院 4 19 17 40 3 1 3 7 65.5 5.0 19.8 17.3

最 高 裁 判 所 54 176 121 351 33 68 53 154 60.3 38.8 43.9 43.9

会 計 検 査 院 3 ［0.3］ 18 21 2 ［0.3］ 2 5 63.1 100.0 12.5 21.3

内 閣 内 閣 府 369 663 490 1,523 104 326 157 586 28.2 49.1 31.9 38.5

総 務 省 43 5 217 266 24 3 53 80 55.9 53.1 24.5 30.2

法 務 省 384 450 463 1,297 306 98 178 582 79.6 21.9 38.5 44.9

外 務 省 15 1 57 72 10 1 17 28 69.4 77.1 30.9 39.4

財 務 省 168 293 1,071 1,532 102 175 264 542 60.8 59.9 24.6 35.4

文 部 科 学 省 424 189 48 661 407 16 22 445 95.9 8.3 46.2 67.3

厚 生 労 働 省 1,096 143 2,063 3,302 628 125 1,136 1,889 57.3 87.2 55.1 57.2

農 林 水 産 省 149 1,975 883 3,007 116 1,258 595 1,969 77.8 63.7 67.4 65.5

経 済 産 業 省 26 2 99 127 22 2 47 70 85.0 74.4 47.4 55.6

国 土 交 通 省 1,402 20,726 6,308 28,437 719 10,558 2,887 14,164 51.3 50.9 45.8 49.8

環 境 省 19 43 188 250 15 24 68 107 80.5 56.9 36.0 42.9

防 衛 省 10,393 1,460 3,844 15,697 2,310 932 692 3,933 22.2 63.8 18.0 25.1

国 計 14,584 26,155 15,945 56,683 4,825 13,592 6,193 24,611 33.1 52.0 38.8 43.4

公 庫 等 計 11,496 8,085 10,295 29,875 7,169 3,721 5,651 16,542 62.4 46.0 54.9 55.4

国 等 計 26,079 34,239 26,240 86,559 11,995 17,313 11,845 41,152 46.0 50.6 45.1 47.5

(注１) 計の欄の金額は、各省各庁等から平成１８年度の実績として提出されたそれぞれの金額の積み上げであるが、端数処理のため、合致しない場合がある。

(注２) 括弧書（[　]）は、金額が５千万円未満であることを示す。

平成１８年度中小企業者向け契約実績

Ｂ／Ａ　（％）
各省各庁等名

（単位：億円）

官 公 需 総 実 績 額 （Ａ） 中小企業者向け契約実績額 （Ｂ）



　 　　　　　　

物　件 工　事 役　務 計 物　件 工　事 役　務 計 物　件 工　事 役　務 計

衆 議 院 39 19 68 126 23 11 41 75 60.0 60.0 60.0 60.0

参 議 院 4 6 19 29 2 3 10 14 50.0 50.1 50.0 50.0

最 高 裁 判 所 72 153 159 385 42 67 61 170 57.8 43.4 38.6 44.1

会 計 検 査 院 10 ［0.2］ 20 30 8 ［0.2］ 10 18 80.0 100.0 50.0 60.1

内 閣 内 閣 府 306 670 526 1,501 102 370 171 643 33.3 55.3 32.5 42.8

総 務 省 45 4 197 247 26 3 54 83 58.1 68.1 27.4 33.7

法 務 省 507 134 613 1,254 391 32 228 651 77.0 24.1 37.2 51.9

外 務 省 15 1 57 72 10 1 38 49 69.4 77.1 66.5 67.3

財 務 省 160 305 832 1,297 100 191 370 661 62.7 62.6 44.4 51.0

文 部 科 学 省 426 27 51 504 405 4 26 436 95.1 16.9 50.8 86.5

厚 生 労 働 省 839 146 1,930 2,915 599 128 1,021 1,748 71.4 87.3 52.9 59.9

農 林 水 産 省 164 1,886 812 2,862 137 1,207 570 1,913 83.4 64.0 70.1 66.9

経 済 産 業 省 30 3 97 130 26 2 50 78 87.4 85.2 51.2 60.2

国 土 交 通 省 1,481 21,043 6,129 28,653 791 10,848 3,046 14,685 53.4 51.6 49.7 51.3

環 境 省 17 44 216 278 14 30 136 180 80.4 67.3 62.9 64.7

防 衛 省 8,913 1,775 4,126 14,814 2,587 1,134 812 4,533 29.0 63.9 19.7 30.6

国 計 13,029 26,216 15,852 55,096 5,263 14,032 6,642 25,936 40.4 53.5 41.9 47.1

公 庫 等 計 10,722 9,828 8,913 29,464 6,982 4,167 5,320 16,469 65.1 42.4 59.7 55.9

国 等 計 23,751 36,044 24,765 84,560 12,245 18,199 11,962 42,406 51.6 50.5 48.3 50.1

(注１) 計の欄の金額は、各省各庁等から平成１９年度の見込みとして提出されたそれぞれの金額の積み上げであるが、端数処理のため、合致しない場合がある。

(注２) 括弧書（[  ]）は、金額が５千万円未満であることを示す。

平成１９年度中小企業者向け契約目標

Ｄ／Ｃ　（％）
各省各庁等名

（単位：億円）

官公需総予算額　（Ｃ） 中小企業者向け契約目標額　（Ｄ）



（参照条文）

官公需についての中小企業者の受注の

確保に関する法律(抄)

昭和４１年６月３０日

法 律 第 ９ ７ 号

（中小企業者に関する国等の契約の方針の作成等）

第４条 国は、毎年度、国等の契約に関し、国等の当該年度の予算

及び事務又は事業の予定等を勘案して、中小企業者の受注の機会

の増大を図るための方針を作成するものとする。

２ 経済産業大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国については財

政法（昭和２２年法律第３４号）第２０条第２項に規定する各省

各庁の長、日本郵政公社又は公庫等については当該公庫等を所管

する大臣をいう。以下同じ。）と協議して前項の方針の案を作成

し、閣議の決定を求めなければならない。

３ 経済産業大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたとき

は、遅滞なく、第１項の方針の要旨を公表しなければならない。


